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学習する地域としての山梨県（2）
山梨県機械金属工業同友会・
　　　　　　　　　　山梨県機械電子工業会の活動から
松　橋　公　治
要旨　本稿の目的は，「学習する組織」という観点から山梨県機械金属工業同友会（同
友会）・山梨県機械電子工業会（工業会）の活動における学習展開とその特質とを明ら
かにすることである。
　同友会は，前研究で明らかにしたように，発足当時から「学習する組織」としての性
格を強く有していた。本研究の検討対象期間である1976－81年においても，大きな変動
期にあったとはいえ，「学習する組織」としての特質が大いに維持されていた。それま
で同様に，政治的な圧力団体としての側面を有しつつも，会員相互の情報交換の側面は
もちろんのこと，技術力向上のための研究会や講習会，さらに部会などの交流会活動な
どの面でも，学習活動が基礎となっていた。また，県やその関係団体，協同組合などと
の学習の連携を通じて，学習組織の重層化も，維持されていた。その意味では，同友会
の社会的環境ネットワークとしての性格・特質も遺憾なく発揮されていた。
　とはいえ，1960年代までとは違って，自らが実現してきた指導所や育成協会の充実
に伴って，学習を自らが組織する側面は少なくなる。むしろ，指導所や育成協会との
「二人三脚・三人四脚」の側面から「学習の組織化」の新たな段階を迎えていたものと
捉えるべきであろう。その意味では，1970年代後半に関して言えば，新たな時代的・
地域的条件の中における「学習の組織化」としては，1つの到達点を示している。
　これに対して工業会は，およそ20年の歴史は一様ではなく，「学習する組織」として
の性格が認められるのは，設立当初の5年間くらいである。同友会の良き遺産が活かさ
れていた時期である。
　しかし，工業会が厚生年金基金の設立に向けて動き出したあたりから，「学習する組
織」としての性格は大きく後退していった。このことをさらに強めたのは，工業会では
地元進出の大手企業も入会していたことである。こうした企業にとっては地元における
地域的な学習組織に対する需要は皆無といってもよいからである。こうしたことが相まっ
て，学習への要求の共有化が後退していった。それとともに，社会的環境ネットワーク
としての性格も大幅に失われていった。
キーワード：山梨県，社会的環境ネットワーク，相互学習，学習する組織（地域）
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学習する地域としての山梨県（1）一山梨県機械金属工業同友会・山梨県機械電子工業会の活動から一
L　はじめに
2．　山梨県における機械金属工業の発展
　（1）戦前から高度経済成長期まで
　（2）1980年代後半以降：電機と一般機械が2本柱
　（3）工場分布の変化
3．　山梨県の工業発展と業界団体
　（1）地元企業の発展と県の工業振興の特質
　②　工業振興と地元業界団体
4．　山梨県機械金属工業同友会における学習の歴史（1）
　（1）設立の経緯と既存研究会
　②　揺藍期の苦悩と活動
　（3）県立機械金属工業指導所の発足以降
　（4）研究会・講習会活動
5．　おわりに　……以上　『駿台史学』第127号
：1975年まで
学習する地域としての山梨県（2）一山梨県機械金属工業同友会・山梨県機械電子工業会の活動から一
　1．　はじめに
　2．　資料としての「同友会報」「工業会報」
　　（1）「同友会報」について
　　②　「工業会報」について
　3．　事業計画の推移からみた同友会・工業会の活動の変遷
　　（1）同友会の事業計画の推移
　　②　工業会の事業計画の推移
　4．　同友会における学習の歴史（2）：1976年以降
　　（1）会独自の記事からみた同友会の学習展開
　　（2｝指導所および育成協会・振興公社関連の記事からみた学習展開
　5．　工業会における学習の展開
　　（1｝会独自の記事からみた工業会の学習展開
　　②　指導所・工業技術センターおよび振興公社・やまなし産業支援機構の記事からみた学習
　　　展開
　6．　おわりに　……以上，本号　（完）
1．はじめに
　本研究は，本誌第127号に掲載された松橋（2006）「学習する地域としての山梨県（1）一
山梨県機械金属工業同友会・山梨県機械電子工業会の活動から一」の続編である。前号では，
山梨県における機械金属工業の発展および現段階の特徴を明らかにするとともに，「学習する
組織」という観点から山梨県機械金属工業同友会（以下，同友会）の活動を，主に発足当時か
ら1975年頃までを中心に，検討した。本号では，「学習する組織」という観点から同友会の活
動を引き続きフォローするとともに，同友会を発展的に解消して成立した山梨県機械電子工業
会（以下，工業会）の活動を検討する。
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　この課題をめぐる問題意識や論点，既往研究の状況に関しては，既に前号で取り上げている
ので，繰り返すことはしない。資料としては前号に引き続き，同友会および工業会の「会報」，
つまり『同友会報』および『機械電子工業会報』（以下，後者を「工業会報」）を主に使用する。
前号の第2・3節では，取り上げた話題の性格上，その他の資料にも大いに依拠したのに対し
て，本号に関してはほぼ一貫して上記の2つの資料に依拠することになる。
2．資料としての「同友会報」「工業会報」
　同友会と工業会の活動の検討に入る前に，主要な資料として使用する両業界紙・誌である
「同友会報」と「工業会報」について，まず触れておく。
　（1》「同友会報」について
　「同友会報」は，1976年11月にタブロイド判で創刊された。同友会設立から15年余を経過
して，待望の刊行であった。創刊号の挨拶の中で，会長の藤田敬一氏は発刊の目的について，
「行政や関係団体と業界とを結ぶパイプとして機関誌を発行することに」したと同時に，「広報
活動を積極的に行うことにより，本会の組織強化を図るとともに，三者間の連携を密にし，ひ
いては県内機械金属業界の振興に寄与する」ことも，ねらいであると述べている。こうした創
刊の目的は，後述するような内容も含めて，同友会設立の趣旨つまり同業者の組織強化と，行
政や関係団体と業界の三者間の連携の強化，前二者による自らの経営・技術基盤の強化を通じ
た県内機械金属業界の振興への寄与の3点を，まさに体現していると言うことができる。
　発刊は，同友会報の記事作成主体別の構成を示した表1にみるように，創刊の1976年と最
終号となる82年に各1号であるが，77・78年が各5号，79年が3号，80・81年が各4号と
なっている。発行日は一定していないとはいえ，概ね2～3月の春号，5～6月の夏号，9～10
月の秋号，12～1月の冬号といった観である。
　紙面構成は，同じく表1のように，4面ないし6面となっている。23号中20号までが4面
構成であり，これが基本となっている。6面構成は創刊に伴う特集を組んでいる第1号と，指
導所10周年特集として，前号でも参考にした「山梨県の工業史」が5頁にわたり掲載されて
いる第11・12号だけであり，例外的な存在である。
　創刊のねらいは，紙面構成とそれぞれの内容に示されている。基本となっている4面構成に
関してみると，1面と4面を同友会関係の記事からなっている。1面には，春号で同友会の活
動記録（半年分）や制度などのニュース，夏号では総会関連記事，秋号では活動記録（半年分）
や制度などのニュース，時事的な話題に関する寄稿などからなり，冬号では見本市関連記事な
どが中心となっている。これに対して，4面では研究会・講習会や視察などの募集・お知らせ，
「組合めぐり」などの特集・コラム記事，投稿原稿などとなっている。ルーティンの記事では，
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表1　同友会報における記事作成主体別の紙面構成
号 発　行　日 1面 2面 3面 4面 5面 6面
1 1976．11．20● ● ☆ ★ ●
?
2 77．02．20 ● ☆ ★ ●
3 77．05．20 ● ☆ ★ ●
4 77．08．20 ●
? ?
●
5 77．11．20 ●M
? ?
●
8 78．03．20
?
☆ ★ ●
9 78．06．20 ● ☆ ★
?
10 78．09．20 ● ☆
? ?
11 78．12．20●M ☆ ☆ ☆ ★ ●
12 79．03．20 ● ☆ ☆
?
★
?
13 79．06．20 ● ☆ ★
?
14 79．09．20 ●M ☆ ★ ●
15 80．Ol．20 ● ☆ ★ ●
16 80。03．20 ● ☆ ★ ●
17 80．06．20 ● ☆
? ?
18 80．09．20●M ☆
?
●
19 81．Ol．20 ● ☆ ★ ●
20 81．03．31 ● ☆ ★ ●
21 81．06．30 ●
?
★
?
22 81．10．10●M ☆ ★ ●
23 82．01．27 ● ☆
?
●
　注：6号は欠号。7号（78．1．1）は新春特別号で挨拶のみ
　　●：山梨県機械金属工業同友会（●M：見本市を含む）
　　☆：山梨県機械金属工業指導所
　　★：山梨県中小企業育成協会（～79．06．30）
　　　　山梨県中小企業振興公社（79．07。01～）
資料：『同友会報』。
活動の内容にまで踏み込んであり，後述する「工業会報」に比べて内容が詳細である。時折掲
載される時事的な話題に関する寄稿や投稿も，内容的には啓発・啓蒙記事が多いものの，ボリュー
ム的には，日常的に眼にするタブロイド新聞のイメージを大きく超えるものとなっている。
　また，行政や関係団体と業界の三者間の連携の強化に関しては，紙面構成において山梨県機
械金属工業指導所（以下，指導所）と山梨県中小企業育成協会（以下，育成協会）・山梨県中
小企業振興公社（以下，振興公社）とに各1頁，計2頁を割いていることに示されている。こ
の2つの県関連団体の記事についても，上記の寄稿や投稿と同様に，「工業会報」に比べて内
容が詳細である。後者では写真などが多用されるようになっており，単純な比較は慎まなけれ
ばならないが，字数換算で大まかに比較して，「同友会報」では2倍以上のボリュームとなっ
ている。
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　②　「工業会報」について
　「工業会報」は，同友会を発展的に解消して1982年5月28日に設立された工業会の会報と
して，設立当初から発刊されている小冊子である。今回，分析の対象とするのは1982年の創
刊号から40号までである。
　当会の設立の経緯については後に詳述するが，設立にあたってのキーワードは第1が法人化
である。任意団体から公益法人に格上げすることによって，民間の代表としての性格をより強
固なものにすることがねらいの1つである。第2に，当会の名称にも示されているように連携
する業種の拡大である。すなわち，それまでの機械金属だけでなく，電気・電子，さらに化学
工業までの業種を含む連携組織である点で，同友会とは大きく異なっている。第3が企業規模
階層を超えた「大同団結」，つまり県内に進出した大手企業を含む組織化である。これは，そ
れまでの地元における中小零細企業を中心とする組織であった同友会や山梨県機械金属工業連
合会（以下，連合会）からすれば，ある意味では，もっとも大きな「飛躍」であった。
　このあたりの事情について，同友会時代の会長で，工業会においてもそれを継続することと
なった藤田氏は，創刊号において，上記の4業種の「総合的な発展を期し」，工業会の活動が
「公益法人としてその役割は非常に大きなものがあることを痛感」するとしている。また，「大
手企業から中小零細企業を含めて，大同団結し県下の関係企業のより多くの事業所会員参加を
願い，基盤の強化を図りつつ業界の進展と会員企業の発展のために事業を展開し，本来の目的
達成のために努力」するとも述べている。
　表2は，工業会報における発行日と記事作成主体別の構成を示したものである。年間の発刊
回数をはじめとする「工業会報」の誌面的な特質については，20年という長きにわたってお
り，一概に論じることはかなり難しい。発刊回数と掲載記事などの編集の特質からみると，次
のような4つの時期に分けて捉えると，理解しやすい。なお，時期区分は，工業会の活動の変
化を捉えていく際にも，示唆に富むものとなっている。
　第1期は，創刊の1982年を別とすれば，発行時期もほぼ一貫して年間3号体制を組んでい
た設立～85年（第2～10号）の時期である。この時期の誌面構成は，タブロイド判と小冊子
という違いはあるものの，「同友会報」の紙面をほぼ踏襲している。すなわち，全体のボリュー
ムが15～20頁前後であり，工業会独自の記事が前半と後半に配置されて全体の5～6割前後を
占め，その間に指導所と振興公社の記事が各1頁，寄稿論文が2～4頁前後という誌面構成と
なっている。この誌面構成は，時期的には第2期に入って，年間2号に移るものの，86～87
年（第11～14号）まで踏襲されている。また，「工業会報」になってから共通する特徴は，小
冊子に変更されたにもかかわらず，各記事のボリュームが大幅に縮小されていることである。
　第2期は，年間3号体制が崩れて発行が一貫しなくなるとともに，縮小化に向かい，年1回
の発行となる1988～90年を挟んで，年間2号体制が定着する直前までの86～92年（第
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表2　工業会報における記事作成主体別の紙面構成
記　　　　事　　　　番　　　　号? 発行日
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15 16
1 1982．
? ?
☆ ★
? ? ?
??????83．01．20
W3．06．20
W3．11．30
●M???
?????????????● ●
???????84．01．31
W4．07．01
W4．11．01
??????????????
??
●
?????????
85．Ol．30
W5．08．20
W5．12．20
??????????????
?? ?? ??
▲
?
??????
86．02．25
W6．09．20
?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?
??????87．02．25
W7．08．10
??●M･ ●M
?? ?? ?? ?? ?? ?
1588．08．10
? ?
●
?
1689．02．20●M ● ●
? ?
●
1790．09．Ol●SP
? ? ? ? ?
??????
91．03．31
X1．09．01
●M●SP ?? ??● ▲ ●SP
? ?
2092．09．01
? ? ?
●SP●
?
●
?????
93．03．31
X3．08．25
??●M｢
?? ?? ??? ??★ ● ●SP
?
??????94．0425
X4．09．Ol
●M ?? ?? ??●SP
怩rP
?? ?? ??
????????95．03．31
X5．09．01
●M ?? ?? ??●SP
怩rP
?? ?? ??
??????
96．03．31
X6．09．01
●M ?? ?? ??●SP
怩rP
?? ?? ?? ??
??????
97．04．02
X7．09．Ol
●M ?? ?? ??●SP
怩rP
?? ?? ?? ??
? ?
??????
98．03．25
X8．09．10
●M ?? ?? ?? ?? ??
???
●SP･
?? ?? ??
?
??????99．03．25
X9．09．Ol
●M ?? ?? ?? ??
??? ?? ?? ??●SP ?? ?
★ ▼ ●SP
?
＝??????00．03．31
O0．09．01
●M ?? ??
??? ?? ?? ?? ?? ??●SP｢
??
★ ●SP●
??????
01．03．30
O1．08．31
??●M ?? ?? ?? ?? ?? ??●SP
怩rP
??
?????
02．03．25
O2．09．30
●M ?? ?? ?? ?? ?? ??●SP
怩rP
??
　注；創刊号には発行日の記載がない。挨拶は除く。
　　　●：「工業会」（●M：見本市，●EP：厚生年金，●SR：調査報告），☆：工業指導所（～86．3）・工業技術セ
　　　ンター（86．4～），★：中小企業振興公社（～2000．3）・やまなし産業支援機構（2000．4～），△：県庁・工業振
　　　興），▲：県庁（工業振興以外），▼：県関連団体（☆・★を除く），臼：省庁，国の関連機関，◇：論文・寄稿・
　　　エツセー
資料：『工業会報』。
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11～20号）の時期である。とはいえ，誌面の縮小が明確になり，発刊のインターバルが大き
く崩れるのは88年の第15号（12頁）からで，全体のボリュームも12～15頁前後にまで縮小
する。なかでも，「同友会報」以来続けられてきた指導所と振興公社が各1頁という各号のセッ
ト記事が，この時期に途切れていることが注目される。また，それぞれの記事の内容が最低限
の情報だけを掲載するにとどまるようになり，「同友会報」では特徴となっていた記事の詳細
さが失われてくることも気になることである。これは，80年代後半以降，さらにいっそう明
瞭になる。特に，「同友会報」と比較したときに，その資料的な価値が大きく後退している点
が惜しまれる。興味深いことは，後にみるように，こうした誌面の変化は厚生年金が話題にな
る時期と重なっていることである。
　第3期は，年間2号体制が定着するとともに，掲載記事の構成がほぼ一貫してくる1993～
97年（第21～30号）の時期である。誌面構成が一貫するに伴って，全体のボリュームも再び
20頁前後にまで復活し，この期の後半になると25頁前後にまで増えている。なお，第20号
以降，それまで1～2頁過ぎなかった企業広告が増えだして，当初の5～6頁から10頁前後，
さらに第28号以降になると15頁前後にまで増えている。この時期になると，第1期と同じよ
うに，工業会独自の記事が前半と後半に配置されることになるが，ボリュームとしては全体の
3～4割前後にとどまっている。その間に県工業振興課の広報記事，指導所と振興公社，さら
に厚生年金に関する記事が各1頁ずつ配されるというパターンに変化する。この期の後半には，
やはり第1期と同じく2～4頁前後からなる寄稿論文が再び登場しはじめている。
　第4期は，第2～3期において減少傾向にあった工業会独自の記事が増えて，新たな内容が
加わるとともに，諸制度に関する行政広報が多様化する1998年（第31号）以降の時期である。
全体のボリュームが26～30頁前後となって，さらに増えている。工業会の記事が前半と後半
に配置されている点では第3期と共通するが，独自の企画ものの記事が増えている点で異なっ
ている。行政広報的な記事が増えるのは，なかでも98年から2000年の時期である。このよう
に，広報記事の比重が大きくなって，全体的ボリューム自体は大きくなっているものの，学習
に関わる記事数・情報量としてみると，タブロイド版の「同友会報」の方がむしろ多めとなっ
ていることは否めない。
3．事業計画の推移からみた同友会・工業会の活動の変遷
　ここでは，前号において十分に触れることができなかった同友会・工業会の略史について，
「同友会報」と「工業会報」に掲載された事業方針の推移や，これに関連した両業界団体の動
向に着目しつつ，さらには県の施策の動向とも関連づけながら，捉えていく。なお，「同友会
報」発刊前に関しては，前号で扱ったので，ここでは1976年以降を中心に捉えていくことに
する。
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（1）同友会の事業計画の推移
「同友会報」が創刊された1976年以降における同友会の歴史を，その事業計画の推移に着目
して捉えていく。表3は，同友会と工業会の主要な事業計画の推移（1977～2002年）を捉え
たものである。
表3山梨県機械金属同友会（1977－81年度）・山梨県機械電子
　　工業会（1982年度以降）の主要事業計画の推移
主要事業計画 1977787980818283848586～8788899091929394～959596～979798～02
技　　術　　向 上 1　87001111　　1　12　1111　1　1　　1　　1
従業員定着・資質向上 2　2　0 ○○ ○　○　○　○　○
集　　　　団 化 3　3　0
経営・設備近代化，
o　営　体　質　強 化 4　43　0 2　　2 2　　2　2　　2　　2
金 融 5　550
指導所。育成協会の強化・
g充（関係機関との連携）
6 81088　　8○0666　　6　　6　　6　　7
業界PRと情報収集7　7605755　　　0○○○○ ○　○　○　○　○
公　　害　　防 止 8　99 7　9　7　7　　5　　5
下　　請　　振 興 9　1080○○0　　　6　4 ○
組織強化・会員拡大 101110099　3　6○0433　3　　3　3　　4
法　　　　人 化 1133
工業技術センター 6222 ○
各　　種　　調 査 12
産　地　振　興　推 進 11
新商品・技術開発 ○
展　示　会・見　本 市 ○ ○○○○　○　○ ○○○ ○　○　○　○　○
共　　同　　受 注 ○ ○○○○
販　　路　　開 拓 2222 ○○
労　働　災　害　防 止 35　　　　5　5
雇　　用　　問 題 4644 ○
福　　利　　厚 生 6866　4　3544　　4　　4　　4　　5
業　界　資　質　向 上 9　　1011
部会活動・自主研修 333 ○　○　○　○　○
機　　械　　貸 与 4
多層溶接ロボッ ? 10　0　0○
CAD／CAMソフト開発 2　2 3000
顧　　問　　会 議 7
厚生年金基金設立 1
研　　修　　事 業 5　5 ○　○　○　○　○
交　　流　　事 業 443 5　　5　　6
情　報　化　対 応 3222　2　　2　　2　　2
10周年記念事業 3
県と情報・意見交換 3
注：1977～81年度は山梨県機械金属同友会。82年度以降は山梨県機械電子工業会。89年度の事業計画は掲載されて
　　いない。
　　数字は主要事業計画に付された番号。同じ番号は，主要事業計画中に一緒に含まれていることを示す。○は主
　　要事業計画からはずれたものの，下位の事業計画中にその文言があるもの。ゴシックは，当該の事業計画が第1
　　から第3項目に入っていることを示している。
資料：『同友会報』および『工業会報』。
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　この表によれば，1977年以降における同友会の事業展開は，工業会への発展的解消を控え
て，大きな変動期にあることがわかる。1977年こそ，70年前後にその体制を整えつつあった
同友会の事業展開が基本的に踏襲されている。しかし78～79年になると，まず法人化に向け
た動きが事業計画のトップに突如，躍り出る。その関係で，それまで最重要視されてきた技術
向上に向けた事業展開の位置づけが，単純に順送りに下がるのではなく，事業計画の第8項目
（78年），第7項目（79年）へと一気に下げられている。
　1979年には，工業技術センター構想とその実現に向けた事業計画が，法人化に向けた動き
と同様に，第2項目に突如として登場している。さらに，80～81年になると，それまでの事
業計画の表現の仕方が一新されて，3つの主要事業だけがナンバリングされる形式に変更され
るとともに，産地振興事業の推進が突如として第1項目に登場し，工業技術センター構想が第
2項目，法人化が第3項目となっている。そして80年にはこれらの3つの事業計画の中に，
それまでナンバリングされていた基本的な事業計画が，「経営・設備近代化，経営体質強化」
に関わる項目を除いて，関連事項として盛り込まれている。81年になると，基本的な事業計
画のうち，「技術向上」と「経営・設備近代化，経営体質強化」だけが関連項目として残って，
それまでに事業計画に盛り込まれたことのなかった「新商品・技術開発」と「展示会・見本市」，
「共同受注」が関連項目として新たに登場している。
　また，この1978年からの動きのなかで注目されるのは，指導所・育成協会の強化・拡充
（関係機関との連携）が，表面的には事業計画から抜け落ちていることである。「表面的に」と
断っているのは，総会に関わる記事において両者との関係を変えるという内容はない上に，前
章でみたように，「同友会報」の紙面においては，その扱いは全く変わっていないからであ
る（1）。
　このようにみてくると，上述した大きな変動期の意味が少しずつ明らかになってくる。全体
を通して言えることは，県の施策を動かすための事業展開に向けて大きくシフトしていること
である。前号でも明らかにしたように，山梨県では，機械金属工業が繊維や宝飾品などの地場
産業に比較して遅れてスタートしたにもかかわらず，1970年代後半には既に県内の最大業種
になりつつあった。しかし，そのインフラについてみると，指導所が上記の地場産業において
実現されている試験場よりもワンランク下の位置付けであったことからもわかるように，依然
として先発の地場産業に対して後塵を拝していた。しかも，78年から79年にかけて，産地中
小企業対策臨時措置法（産地振興法）による産地指定を申請していたのに対して，「水晶・宝
飾」と「絹・人絹繊維・織物」の2業種が指定されたものの，機械金属工業はこの指定から漏
れ，県の単独事業として予算化されるこことなった（「同友会報」第13号，以下，「同一13」）。
このことによって，機械金属業界関係者は，業界の後進性や組織の脆弱性を，いやが上にも痛
感させられた。以上のような，県施策を動かすための事業展開へのシフトという点を踏まえて，
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事業計画の変化を改めて捉え直すと，次のようになると思われる。
　第1に，法人化は当該業界の組織化に向けた体制を固めていく努力を示す上で必須の条件で
あった。時期的には前後するが，県単独の産地振興事業を推進するにあたって，1978年の秋
に産地振興協議会によって示された「産地振興指針（業界のビジョン）」（以下，指針）によれ
ば，「協同組合に加入している企業数は285で，事業所数の15．4％と極めて低い比率であり，
連合体としての同友会も連合会（山梨県機械金属工業連合会のこと，筆者注）も任意団体に過
ぎず専属の事務所すら持っていない」（同一15）という状態であった。山梨県における機械金属
工業が製品単位の地場産業としてスタートした訳ではないことを差し引いても，組織化の遅れ
は明らかであった。
　このことを既に自覚していた同友会は，法人化に向けた布石として，1977年には，会則の
一部改訂と役員選出の方法を変更している。会則では，目的に「企業の社会的責任」が明確に
謳われるようになるとともに，加入条件として2名以上の推薦者が必要であることが加わって
いる。前者の企業の社会的責任については，前号でも再三触れたように，60年代後半から騒
がれ出す公害問題への対処の過程で自覚されたものであるようである（同一3）。
　後者の役員選出方法の変更は，上述した組織化の問題に直接関わっている。組織強化の観点
から，「理事を会長指名，組合選出，地域選出の3つの方法により選出し，業種的にも，地域
的にも網羅」（同一3）するように変更された。この変更は，「会員末端の声を十分に会に反映さ
せ，みんなの会にしていくために」（同上）に実施したと説明されている。言うまでもなく，
業種的な代表には組合（2）選出が，地域的な代表には文字通り地域選出が，それぞれ対応して
いる。変更前の選出法についての情報はないものの，紙上の説明の文脈からすると，それまで
の会長指名だけであったものに，組合選出，地域選出の2つの方法を加えたものと推測される。
　組合選出に関しては上述の通りであり，ある程度までその必要性が理解可能である。地域選
出に関しては，若干の説明を要する。山梨県は甲府市を中心とする「国中」と，上野原から桂
川流域の大月，さらに富士吉田に至る「郡内」との大きくは2つの地域から構成されている。
前号第4章でも触れたように，同友会は設立の経緯からしても「国中」を中心とする組織と思
われていた。実際1967年に設立される指導所の設置に向けた県内業界の統一した運動を示
すために，同友会の動きの他に，「郡内」における企業群や諸組織と連携・協調するために，
県全体の声を代表するものとして連合会を組織する必要があったのも，そうした事情からであっ
た。ちなみ，変更された地域選出理事は，甲府が4名，東（これが郡内選出に相当）が1名，
北（釜無川上流域に相当）が1名，西南（身延線沿線地域に相当）が1名となっている③。さ
すがに，甲府と「郡内」だけの2地域では，上記の地域間関係を露骨に示すために，選出母体
を4地域としたものと推測される。
　こうした布石を踏まえると，1978年になって，組織の法人化をめぐる問題がにわかに表に
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出てくることも頷ける。「にわかに」というのは，1978年6月20日発行の「同友会報」で，
突如として話題が登場するからである④。
　このことを裏書きするように，挨拶だけの紙面構成からなる第7号において，この問題に触
れている挨拶が散見される。すなわち，会長の藤田氏は「業界の結束」と「社会的地位の向上」，
「強力な団体として社会に貢献すると同時に行政に対しても発言力を強め」，ひいては「県経済
の発展に寄与する」たあに，「昨年暮れの理事会で協議された様に兼ねてより懸案でありまし
た法人会について，真剣に取り組んで行かなくてはなりません」，と述べている。また，甲府
商工会議所の会頭細田氏も挨拶の中で，「特に本年は，貴会が法人化への調査研究に着手し，
法人化による社会的地位の確保，……中略……業界百年の大計に役立てようというご計画に対
し，私は全幅の賛意とご支援を惜しまない」，と触れている。このことからわかるように，法
人化は1977年の年末の理事会以前から話題となり，調査研究も重ねてきていたことが窺える。
そして，78年には，法人化推進が事業方針のトップへと躍り出るとともに，法人化委員会が
組織され，「社団法人について」の記事も掲載されて（同一8），いよいよ同友会全体として熱心
な議論に入ることになる。
　第2の産地振興事業の推進は，上述したように組織化という側面で法人化問題に結びつくも
のであると同時に，むしろ業界の技術力・経営力の向上の側面と深く結びついている。という
のも，進むべき基本的な方向として「企業経営者の意識の改革・業界の組織化・自立する技術
力と経営力の確保・地域的総合技術力の向上・下請関係企業の協調体制の確立」（同一15）を示
唆した指針によれば，このうち第3の項目である「自立する技術力と経営力の確保」について
のみ，次のような7点を細分化して実行を促しているからである（同上）。すなわち，（1）省力
化，自動化技術の開発促進，②ユニット加工の推進，㈲電子応用技術の修得，（4）受注拡大の推
進，（5）経営管理の向上，（6｝情報収集活動の充実，強化，（7｝人材養成の7点である（同上）。内
容の詳細については不明であるが，技術に関わる前半の3項目は，1970年代後半における中
小企業の技術的課題を的確におさえている。
　こうした指針を受けて，業界では事業計画を立てるべく，専門委員会が開かれ，さらに振興
事業推進委員会が組織され，調査・事業計画（5）が立案されて，1978年の年末に県に提出され
た。この調査・事業計画に対して，県は調査事業に200万円，79年度実施計画には350万円，
同じく80年度には500万円を助成することになった（同一15）。同友会としては，法人化によ
る組織強化を担保として，これまでに積み残されてきた諸課題に対して大きく前進することと
なる。実際，法人化を達成したのちの1985年頃までの技術・経営にまたがる具体的な事業計
画がほぼすべて，ここに盛り込まれていると言っても過言ではない。
　第3の工業技術センター設置（指導所のセンター化）構想は，直接には山梨県全体における
産業インフラの後進性を解消するための，家具木工やメリヤス，食料品などの各業界との同一
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歩調の動きである。もちろん，第2の産地振興事業を推進する上で，「自立する技術力」の向
上は，機械金属業界にあっても不可欠の要素であり，この動きに同調していることは言うまで
もない。
　ただし，この時期における工業技術センター構想は，1980年代半ばから，テクノポリス構
想に連動するかたちで登場してくる工業技術センター建設に向けた動きとは，一線を画してい
るとみておく必要がある。というのも，後者の時期になると，この時期の受け身的な姿勢では
なく，むしろ工業会がその建設を主導することになるからである。次にその工業会の事業計画
の推移をみていくことにする。
　②　工業会の事業計画の推移
　1982年に設立されてから2002年までの工業会の略史を，その事業計画の推移に着目して捉
えていく。「工業会報」を検討の素材とし，そこから抽出された主要事業計画の推移を示した
表3に基づいて，同友会と同様に，検討を進める。
　とはいえ，既にこの段階から「同友会と同様」にはならないことを予め断らなければならな
い。というのも，工業会の主要事業計画の推移は，「工業会報」によって表3のように明らか
にできるのであるが，事業計画に関する詳細な説明が「工業会報」ではほとんど触れられてい
ないからである。もう少し正確を期して言えぱ，「同友会報」と同じ程度には，説明や解説，
関連する記事がほとんど皆無に近いのである。したがって，以下における工業会の主要事業計
画の推移は表3と総会に関する若干の記事，そして関係者が挨拶などで工業会の運営に関わっ
て言及した記事などをから，類推による部分が少なくない。
　前章で指摘しておいた「工業会報」の誌面的な特質における4つの時期区分が，ここでも有
効である。すなわち，設立から1985年あたりまでの年間3号体制が維持される第1期，年間3
号体制が崩れ誌面縮小が著しくなる86年から，事業計画が不明の89年を挟んで年間2号体制
が定着する直前の92年までの第2期，年間2号体制が定着するとともに，掲載記事の構成が
ほぼ一貫してくる1993～97年の第3期，工業会独自の記事が増えて，新たな内容が加わると
ともに，諸制度に関する行政広報が多様化する1998年以降の第4期である。
　この時期区分に照応して，表3においても主要な事業計画がある「まとまり」やある「散ら
ばり」を示していることがわかる。その「まとまる」や「散らばり」の具合だけからみると，
第3期と第4期は一連の時期とみることも可能である。実際，後述するように，若干の違いが
見られるものの，この両時期は1つと捉えても何ら問題がないと思われる。以下では，第3・
4期については1つの時期として捉え，若干の変化についてのみ言及するにとどめたい。
　工業会成立後の主要事業計画では，1990年を除いて，「技術向上」に関わる事項が第1位に
ランクされている。したがって，この事項は，工業会の事業計画の推移を捉える場合に，主た
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る指標になりにくい。その内部に立ち入って，内容の違いを捉えた場合にのみ意味を有するこ
とになるが，「工業会報」の誌面だけでは，内部に立ち入ることがほとんどできないので，こ
こではその試みは行わない。したがって，事業計画の推移という点では，むしろ第2位や第3
位，あるいはさらにその下にランクされている事項で捉えて行かざるを得ない。なお，時期貫
通的という意味では，工業会設立後，ほぼすべての年度に共通して登場してくる「展示会・見
本市」についても，下位の事業計画という位置づけにはあるものの，「技術向上」と同様の性
格を持っている。
　こうした着眼から，表3を改めてみていくと，第1期では，第2位が「販路拡大」で1985
年まで一貫している。第3位は82年に「労働災害防止」がランクされているものの，83～85
年には「部会活動・自主研修」が続けて登場する。これ以下のランクについては，若干の変動
はあるものの，似た事項が似た順位にある程度までまとまっている。
　第1期における第2位の「販路拡大」は，この時期と1990－91年に下位の事業項目として取
り上げられているに過ぎず，それ以外には登場してこない。これは，同友会時代の最後の段階
で重視された産地振興推進の重要事項であり，それを引きずって来ていることがまず考えられ
る。この「販路拡大」の下位の事業にある「共同受注」が，81年の同友会の事業計画と連続
していることが，その一証左である。また，それとは別に，この時期には下請系列が崩れだし，
それまでの下請企業の自立化が大いに叫ばれていたことを受けたものとも考えられる。事実，
工業会になっても，下位の事業計画の項目として，同友会時代によく見られた「自立化」が，
ここ時期には度々登場する。
　第3位に関しては，1982年の「労働災害防止」が突然登場した理由は不明である。83～85
年に第3位にランクされた「部会活動・自主研修」は，用語の違いはあるものの，同友会時代
の77～79年において事項として登場する「集団化」や「経営・設備近代化，経営体質強化」
と照応するものと考えられる。また，同じく同友会時代に上位にランクされている「従業員定
着・資質向上」の後者の側面にも対応している側面がある。なお，その前者の従業員定着は，
表現の相違こそあれ，この時期に第4位や第6位に登場してくる「雇用問題」や「福利厚生」
と大いに重複している。
　このように，第1期については，「工業会報」が誌面的に「同友会報」と連続的であったと
上述したが，事業計画に関しても表現の違いこそあれ，連続していることがわかる。
　同友会からの連続性として捉えることができた工業会は，1986年以降に大きな変革の時期
を迎えることになる。上述したように，それはまず，「工業会報」の年間3号体制から同2号
体制へ，さらに発刊インターバルの不規則化として表出してくる。それでも，年間2号体制が
維持された86－87年あたりには，誌面的には大きな後退はなかったものの，88年になると，
誌面の縮小と内容の後退は既に隠せないものとなる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　61
　　　　　　　　　　　　　　　　　　松橋　公治
　第2期の事業計画をみると，この時期特有の「まとまり」と，他の時期にはみられない「散
らばり」とが見て取れる。「まとまり」という点では，1986－88年あたりで第2位に「CAD／
CAMソフト開発」が，第3・4位に「福利厚生」や「下請振興」，「組織強化・会員拡大」が
ランクされていることである。
　第2位（1990年は第3位）として登場する「CAD／CAMソフト開発」の事業は，地域中小
企業技術高度化事業として補助事業の対象となったので登場している。その意味では，県への
働きかけとその採用が実現したことから，事業化されたものである。この点では，同友会時代
と似た性格を有する事業ということができる。この点でも，第2期も，このころまでは同友会
時代の特質を引きずっていたことの証左となる事例である。
　1986－87年に第4位，88年に第3位にランクされた「福利厚生」は，後に触れる，この時期
のエポックメーキングとなる厚生年金基金設立の伏線であるとみられる。88年に第3位のラ
ンクされる「組織強化・会員拡大」は，時期貫通的に出てくる事業項目であり，それまでは，
いわば「形式的に」事業の末席に位置付けられていたが，この時期以降にその地位が上昇して
くる。同様に，88年に第4位になる「下請振興」は，「組織強化・会員拡大」の項目とは対照
的に，ここで急上昇したのを最後に，第4期まで事業計画から姿を消すことになる。これも，
すぐ後の厚生年金をめぐる問題に関するところで述べるように，工業会の性格や体質の変化と
大きく関わっていることと思われる。
　「散らばり」という点では，1990年に事業計画の第1位に，その時だけ突然登場してくる
「厚生年金基金設立」であり，同じく92年にその時だけ第3位に登場してくる「10周年記念
事業」である。また，「厚生年金基金設立」が登場する90年度から92年にかけては事業計画
のランクが毎年，猫の目のように変化していることも「散らばり」の証左である。
　もっとも，1991－92年が第3期への移行期であるという見方にたてば，第2～4位に登場し
てくる項目が，92年の「10周年記念事業」を別にすると，「交流事業」や「情報化対応」で
「まとまっている」と捉えられなくもない。
　こうした事業計画の変化もさることながら，この時期を特徴付けているのは，「厚生年金基
金設立」であったことはほぼ間違いない。工業会の定款には，事業を規定した第5条第8項に
「従業員の教育・福利厚生及び労務管理に関する事項」（「工業会報」第2号）がある。とはい
え，厚生年金基金設立にあたっては，企業に応分の負担が強いられる。したがって，厚生年金
に参加するには，それに耐えうる企業体質を持っていることが求められることになる。まさに，
ここが問題の根幹になる。
　当然のことながら，この事業を推進するにあたっては，それに耐えられるかどうかによって，
工業会に加盟を継続できるかどうか，あるいは加盟が可能かどうかといった問題が，節にかけ
られることになる。つまり，厚生年金加盟が義務づけられることになれば，上記の定款には事
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業として10項目が明記されているが，この項目が他の9項目とは次元的には別の，いわば参
加資格の項目としての役割を果たすことになるわけである。したがって，その設立をめぐって
は，企業レベルにおいては苦悩や混乱が予想される。何よりも，1989年の事業計画が提示さ
れていないことが，その証左であろう。実際には，「義務づけ」はなかったとみられる（6）。し
かし，問題はその「義務づけ」があったかどうかではなく，そうした局面が持ち上がったとい
う事実の方であろう。いずれにせよ，興味深いことに，「工業会報」の誌面からは，その変化
を前にした，あるいはそれに伴う苦悩や混乱はほとんど窺い知ることはできない。
　なお，この厚生年金をめぐる問題では，前節において指摘しておいた，工業会設立当初にお
ける3つのキーワードのうち，第3の「企業規模階層を超えた大同団結，つまり県内に進出し
た大手企業を含む組織化である」点が，ここに来てボディブローのように，効いてきていると
考えるのは，筆者一人だけであろうか。というのも，大手企業にとっては，厚生年金は企業に
おける福利厚生の大前提になっている問題である。これに対して，地元中小零細企業にとって
は，そのことが前提ではないからである。第2期のうち87年頃まで引きずっていた同友会時
代のいろいろな特質が，この厚生年金設立を前にして88年頃から見えにくくなる，あるいは
消えていくのは，こうした工業会をめぐる企業規模における階層的なせめぎ合いのプロセスで
あり，結果であったように思われてならない。つまり，厚生年金設立に対応できる大手企業お
よびそれに追随できる地元中小企業と，そうでない地元企業との「分裂」とでも言える事態で
ある。このことは，既に工業会設立の当初に，各地区における協同組合の上部組織としてでは
なく，独立した組織であり，加盟に躊躇することを率直に述べている県内企業の声（「工業会
報」第1号）とも，共通する部分がある〔7）。
　また，この問題は，別の側面にも光を当てることになろう。上述したように，厚生年金だけ
が，工業会における他の事業とは異なる地位を有することになる。その結果，機械設備の貸与・
譲渡（定款第5条第2項）や金融指導（同第3項），見本市・展示会への参加（同5項），種々
の情報提供（同9項）などの他の事業に，いかに関心があったとしても，厚生年金をクリアし
ないと，工業会加盟への道が断たれるということになる。したがって，これまで同業者として，
種々の問題意識を共有しながら，自主研修などを進めてきたにもかかわらず，厚生年金の一点
によって，その協働や連携ができなくなることになる。こうした点を苦慮した経営者も少なく
なかったと思われる。
　次に，第3期と第4期をみていく。上述したように，この2期については通してみていくこ
とにする。1991年以降，再び第1位に定着する「技術向上」の他，1993年以降，第2位の
「経営・設備近代化，経営体質強化」と「情報化対応」は一貫してこの地位を占めている。そ
の内部に立ち入れば，前者のために後者を活用するということになっており，いずれも文言と
して第2位に含まれているとは言っても，前者に主眼があることは間違いない。
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　やはり，第3期に事業計画の第3位に定着することになる「組織強化・会員拡大」は，第2
期の途中からその位置付けがアップしていたことに関しては既に触れた通りである。しかし，
第4期になると，第4位にランクダウンしている。
　これに代わって，第4期に第3位に登場してくるのが，「県との意見・情報交換」である。
県との二人三脚を通じて諸々の事業を推進することは，同友会時代から続けてきたことである
と思われがちであるので，ここでの突然の登場は奇異にすら思われる。しかし，県との二人三
脚は，事業計画としては「指導所・育成協会の強化・拡充（関係機関との連携）」にとどまる
ものであり，工業会になってからも，1988年に一度，事業計画から姿を消すだけで，他の年
度には地位に若干の変動はあるものの，常に計画項目に加えられている。にもかかわらず，98
年になって，改めて「県との意見・情報交換」が取り上げられているのは，この時期，会員の
減少に伴って組織強化が喫緊の課題となってくるからである。その一端は，厚生年金への加入
者の推移，なかでも加入事業所の推移からもわかる（図1）（8）。後述のように，この時期，知
事や県会議員，行政機関などとの意見交換の記録が「工業会活動報告」として，「工業会報」
に数回にわたり掲載されている。「県との意見・情報交換」は事業計画の重要事項であること
は間違いないとしても，そのねらいは組織強化と会員拡大のために，「動く」（県や関連団体に
働きかける）工業会をアピールすることにあったように思われる。
　なお，事業計画の検討を終わるにあたって，最後に工業会の性格付けに関わる点に触れてお
く。本稿では，同友会時代からの連続性と不連続性にこだわりながら，検討を進めてきた。し
かし，1990年に厚生年金基金が設立して，第3期の始まる93年あたりからの「新たな」工業
事業所数 加入者数（人）
国睡囲加入者数（右目盛）
＋事業所数（左目盛）
1992　　　　93　　　　　94　　　　　95　　　　　96　　　　　97　　　　　98　　　　　99　　　　2000　　　　2001　　　2002
　注：1994年と2001年は資料が欠
資料：r工業会報』。
　　　　　　図1機械電子工業会年金基金の加入事業所数と加入者数の推移
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会は果たして，いかなる意味における業界団体なのかという点である。この点については「お
わりに」で若干言及する。また，表3からもわかるように，第4期の98年頃に若干の衣替え
をするとは言え，事業計画は既に「マンネリ化」していると言っても過言ではない（9）。
4．同友会における学習の歴史（2）1976年以降
　前号第4章において，1975年までにおける同友会の学習の展開をフォローした。ここでは
その続編として，1976年以降における学習の展開を「同友会報」の紙面から検討していく。
　（1）会独自の記事からみた同友会の学習展開
　表4は，「同友会報」における同友会独自の記事における学習に関連する記事をまとめたも
のである。同友会独自の記事をさらに，「報告・寄稿」「委員会・視察など」「研究会・研修・
講演会」「コラム」に分けて，整理している。第2章でも述べたように，「同友会報」は紙面構
成が一貫している上に，コラムや特集記事も継続性があるだけではなく，各紙面における内容
も充実しているものが少なくない。
　まず「報告・寄稿」に整理された記事から見ていく。このジャンルでは，まず国や県の施策
に関連する記事が目につく。これには，機械貸与や貸付限度額，倒産防止共済，下請対策融資
などといった施策を解説する記事が相当数に上る。山梨県がこの時期，中小企業団地への集団
化を進めていたので，これに関する記事も多い。
　こうした中で，前章でも触れたところの，県の施策を動かすため情報提供や広報に相当する
記事が少なくないことが注目される。この時期では，事業計画とも関連して，工業技術センター
設置をめぐる記事が7回も取り上げられているのを筆頭にして，3回にわたり取り上げられて
いる産地振興事業に関する記事や，法人化をあぐる記事，などが積極的取り上げられている。
　「報告・寄稿」のジャンルでは，記事数こそ多くはないものの，座談会や寄稿でも，読み応
えのある記事が少なくない。第1・2号に続けて掲載された「山梨県の機械金属工業の現状と
展望について（1×2｝」や，「企業と公害：我々はいかに対処したか」（同一2）はこれ自体が，既に
それまでの同友会における学習のプロセスとその成果を示す水準のものとなっている。「県立
工業指導研究機関の有機的統合のすすめ」（同一2）も，山梨県における分散した工業試験場や
指導所をいかに有機的に統合して「センター化」するかを先取りした内容となっており，工業
技術センター設置をめぐる話題を先取りする内容となっている。
　「委員会・視察など」に整理されたものでは，視察報告に関わる記事が10本中7本で，大部
分を占めている。年1回の先進地視察や先進企業訪問が着実に継続されていたことの記録となっ
ている。委員会関係の記事は3本で，法人化調査委員会の記事が目立つ程度である。
　次に「研究会・研修・講演会」のジャンルの記事は13本で，未掲載の号もあって，それほ
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衷4　同友会報における同友会による「学習」関連記事（記事掲載号のみ，ただし活動記録は除く）
? 　記事①
i報告・寄稿）
　　　記事②
i委員会・視察など）
　　　記事③
i研究会・研修・講習会）
記事④
iコラム）
1 座談会：山梨県の機械金属工
ﾆの現状と展望について（D
岐阜県金属工業団地視察
?吹F集団化のメリット
?ﾇ求
同友会物語①
2
企業と公害：我々はいかに対
?ｵたか
ﾀ談会：山梨県の機械金属工
ﾆの現状と展望について②
轄e：産業災害と労働者心理
^県立工業指導研究機関の有
@的統合のすすめ
見学会に参加して 同友会物語②
5 団地入居推進事業 下請技術研究会発足 同友会物語③／協ｯ組合めぐり一1
8 貸付限度額増額／倒産防止共
ﾏ／法人化について
同友会物語④／協
ｯ組合めぐり一2
9 工業技術センター設立推進 協同組合めぐり一3
10下請技術研究会が大手に働き
ｩけ
法人化調査委員会／釜無
@械金属集団化協議会 超工具活用技術講習会
同友会物語⑤／協
ｯ組合めぐり一4
ll
トヨタ生産方式研修／
ｴ音波探傷技術講習会
^下請技術研究会情報
協同組合めぐり一5
12
?
山梨県中小機械金属製品
W実行委員会
品質管理講演会：QC
Tークル
M処理技術講習会
13指導所東部支所設置推進 協同組合めぐり一6
14産地振興法未指定，県単指定へ 先進地視察募集：浜松
15産地振興事業について 東部地区情報：経営研? 協同組合めぐり一7
16県単産地振興計画決定／工業
Z術センター設置促進
視察報告（熊本）：異業
墲ﾉよる共同受注 技術講習会 協同組合めぐり一8
17工業技術センター設置促進／
ﾝ与機械／下請対策融資 協同組合めぐり一9
18産廃物の最終処分地指定の要望 協同組合めぐり一10
19釜無工業団地操業開始／吉田
n区に新組合発足
先進工業試験場視察：石
?ｧ
同友会物語一完／
ｦ同組合めぐり一11
20 熱処理技術講習会：金^用工具鋼 協同組合めぐり一12
21工業技術センター構想
22中小企業情報：テレビ・ラジIの活用を，関連番組案内 産業用ロボット展見学記 マイコン研修
23工業技術センター署名を／中ｬ企業情報
企業訪問：土橋製作所の
V規分野チャレンジ
マイコン研修
Z能士の受講
資料：『同友会報』。
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ど多くはない。1978年には，下請技術研究会が発足し，その成果の一端は「下請技術研究会
情報」（同一11の付録）として報告されている。この他，研究会では，東部地区情報の中で経
営研究会が取り上げられているに過ぎない。ただし，ここに整理することはしなかったが，半
年に1度の頻度で掲載されている「活動記録」には，多様でかつ積極的な活動の様子が記録さ
れている。これについて，次に若干みておく。
　1976年以降の時期になると，1960年代とは比較できないほどに，研究会や研修会，講習会
などの学習の機会が整備されることとなる。当時，広報・経営合理化・技術の3委員会体制が
敷かれていた。各委員会は定期的ではないものの，年に6～10回の頻度で開催されていた。3
委員会のうち，研究会などに関わるのが経営合理化委員会と技術委員会である。前者では当時，
集団化事業が進められていたこともあって，団地部会が組織されて盛んな活動が展開されてい
た。また，経営近代化に関わる講演会や先進企業視察なども実施している。研究会・研修・講
習会関係では，後者の技術委員会が中心となっていた。技術講習や研修は指導所との共催で実
施されている。研究会では，上述した下請技術研究会が，この時期を特徴付けている。また，
見本市・展示会の委員会が独立するまでは，その多くを技術委員会が担当していた。さらに，
技術委員会は甲府商工会議所・連合会との三者による協議会にも加わっており，そこでも研究
会や研修を組織していたことが「活動記録」などからはわかる。
　このジャンルでは，むしろ研修・講演会で1970年代の後半の時流を反映したものが取り上
げられており，注目される。なかでも，トヨタ生産方式やQCサークルに関する話題がこの時
期，既に研修や講習会として取り上げられていることが特筆される。この時期には，まだ一部
の大企業や大手企業で注目されていたものの，中小企業レベルでは少なかったことが知られて
いるからである。また，技術に直接関わるものとしては，超工具活用技術や超音波探傷技術，
熱処理技術の分野で金型用工具をめぐる技術，マイコン研修が取り上げられている点にも，当
時の時流を的確に把握して研修会や講習会が企画されていたことが示されている。なお，マイ
コン研修は，前章でも見たように，産地振興事業に関わる事業計画が実現したものである（1°）。
　「コラム」記事では，前号でも資料として利用した「同友会物語①～⑥」と「協同組合めぐ
り1～12」が14回にわたって掲載されている。上述した座談会や寄稿と同様に，こうした特
集記事自体が，同友会における学習の実践であり，その成果を示す水準となっている。
　②　指導所および育成協会・振興公社関連の記事からみた学習展開
　表5は，「同友会報」における定番の1つであった指導所の提供記事における学習に関連す
る記事を，「案内・報告」「技術情報」「研究会・研修・講演会」の3ジャンルに分けて，整理
したものである。
　この表によれば，指導所による「案内・報告」の記事は，ほぼ全号に掲載されている。この
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表5　同友会報における山梨県機械工業指導所による「学習」記事（記事掲載号のみ）
号 　記事①i案内・報告）
記事②
i技術情報）
　　　　記事③
i研究会・研修・講習会）
1 「工業指導所」利用案内／実績／
g用料・手数料など
2 めっき排水スラッジの処理と処
ｪ法の現状
3 機構改革 溶接講習会
4 10周年記念事業 溶接技術大会／技能コンクール
5 緊急不況対策／溶接技術競技大会
?
技術講習：測定と検査の簡易自
ｮ化／精密測定技術講習会／技
¥士訓練課程
8 新設設備紹介／円高対策 熱処理技術 騒音公害防止技術講習会M処理技術講習会
9 事業概要 窒素酸化物について ジグ・取附具の自動化技術講習会
10新設設備紹介
溶接技術協議会／山梨県電気電
q技術連絡協議会／表面処理研
??^技術講座：限界ゲージ
11
10周年特集号一1：10年の歩み：
ﾆ務概要．沿革，設備拡充，職員
煤D研究実績．組織／特集：山梨
ｧの工業史（1）
1210周年特集号一2：特集：山梨県
ﾌ工業史②
13 作業環境測定
14溶接技術競技大会報告 マイコン制御NCボール盤試作i／品管特集：ムダ・ムリ
15 マイコン活用普及，／技術情報：､削仕上げ 技術講習会・研修会のお知らせ
16技術改善費補助金制度／技術アド
oイザー指導事業 技術情報
17技術アドバイザー指導事業／アドoイザー紹介
マイコン技術アンケート結果／
Z術情報 超音波探傷技術講習会
18技術アドバイザー制度活用／新規ﾝ備紹介／溶接技術競技大会報告 真円度測定器 初心者マイコン講座
19新規設備紹介
謳i工業試験場視察：石川県 技術情報：省エネ技術特集 技術講習会：研磨技術
20技術アドバイザー指導事業 中間技術者研修
21技術改善費補助事業実施企業紹介 NC工作機械導入利用調査Xテンレス鋼JIS改正 マイコン技術課程
22新規設備紹介
n接技術競技大会報告
メッキ液の自動管理システムの
J発／技術情報 技術講習会
23甲府・国中地場産総合振興ビジョン 技術情報
資料：『同友会報』。
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ジャンルで中心となっている記事は，指導所の利用案内をはじめとして，制度や施策，事業，
さらには新設設備などの案内・紹介である。なかでも，第8号に初めて登場した「新設設備の
紹介」はその後，年に1度の頻度で掲載される定番記事になるとともに，「工業会報」におい
ても継続する。また，第14号から登場した溶接技術競技大会に関する報告もその後，定番化
して，毎年開催されていることが示されている。
　指導所の記事におけるこのジャンルで注目されるのは，こうした定例化された報告よりも，
指導所開設「10周年特集号」における「山梨県の工業史（1）（2）」（同一11・12）である。資料が
限られている当時にあっては，貴重な記録となっているだけでなく，同友会と指導所の二人三
脚による成果であり，まさにそれ自体が学習の実践であったと思われる。
　次に技術情報に関する記事をみると，第12号までは3本と限定されていたが，第13号以降
になると定番化してくる。なかでも，この時期，マイコンやNCに関連する技術情報が度々取
り上げられている。また，興味深いことには，マイコン技術アンケート調査やNC工作機械導
入利用調査の結果がかなり詳細に取り上げられている。前者は，再三触れているように，産地
振興事業に関わる調査事業であり，後者は指導所独自の調査である。
　指導所の研究会・研修・講習会に関する記事をみると，前半の第10号あたりまでは，指導
所と同友会の共催による企画を中心に記事化されている。「技術講習：測定と検査の簡易自動
化」（同一5）や「騒音公害防止技術講習会」（同一8），「ジグ・取附具の自動化技術講習会」（同一
9），「技術講座：限界ゲージ」（同10）などがそれに相当する。実際には，これとは別に，指
導所独自の企画が2ヶ月に1度くらいの頻度で開催されている（n）。
　研修・講習会に関する記事では，第15号以降の後半になると，独自の企画はすっかり減る
とともに，マイコン関係の研修｛12）だけが目立つようになる。また，「技術講習会」とだけ記さ
れて，講習会の詳細に関する情報がめっきり少なくなっている。記事としても，同友会独自の
記事との重複が多くなる。
　表6は，「同友会報」における定番の1つであった育成協会・振興公社の記事における学習
に関連する記事を，「案内・報告」「調査」「研究会・研修・講演会」の3ジャンルに分けて，
整理したものである。
　この表によれば，育成協会・振興公社による「案内・報告」の記事も，ほぼ全号に掲載され
ている。中心となっている記事は，育成協会・振興公社の事業案内や事業計画，貸与事業や下
請融資などの制度紹介，さらに後半になってすっかり定番化している遊休設備斡旋に関する記
事である（13）。
　また，工場見学の報告が2本掲載されている。育成協会・振興公社においても実施されてい
たことがわかる。同友会の主催による工場見学や先進地視察も年に1回の頻度で開催されてい
るので，学びに対する要請が旺盛であったことが改めて理解できる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　69
　　　　　　　　　　　　松橋　公治
表6　同友会報における山梨県中小企業育成協議会・振興公社による
　　「学習」関連記事（記事掲載号のみ）
号 　記事①i案内・報告）
記事②
i調　　査）
　　　　記事③
i研究会・研修・講習会）
1 事業案内／下請振興事業について
^工業展 下請企業動向調査結果
2 下請取引条件調査結果
3 中小企業総合団地 発注企業アンケートの調査結果
4 下請企業振興事業／宝石工業団地
嚼ﾝ引き渡し 登録企業実態調査結果
5 機械貸与申請・決定／下請企業振
ｻ事業 下請企業動向調査結果
8 機械貸与申請・決定／下請振興事
ﾆ実施計画 下請条件調査概要
9 設備投資と機械類貸与制度／受発
濠驪ﾆ一覧 下請企業動向調査結果
10貸与申込と決定 登録企業実態調査結果
11 下請振興会議：大手に発注要請／
竃ﾍ原機械金属工業団地見学
12下請振興業務遂行状況／貸与制度
^受発注ニュース
下請条件調査：取引代金支払い
?ｵ
13受発注ニュース／貸与申請 下請企業動向調査結果
14受発注ニュース 発注企業実態調査結果
15下請企業振興事業／機械類貸与
16振興事業遂行状況／貸与制度受付 下請取引条件調査結果
17貸与機械紹介／下請対策融資
18下請取引定期成果のすすめ／貸与ｧ度 共同受注研修会
19貸与事業 下請斡旋追跡調査結果
下請取引問題懇談会（受注部会）：
ｧ内大手・トキコの合理化・省
ﾍ化について
20貸与受付開始／遊休設備斡旋事業
^下請企業振興事業 共同受注推進
21貸与受付／遊休設備斡旋案内／下
ｿ対策融資 下請取引問題懇談会
22
優良工場見学会：日電アネルバ，
咩d府中工場
ﾝ与受付／遊休設備斡旋案内
標準約款普及講習会
23貸与制度受付 下請発注動向調査結果
資料：『同友会報』。
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　育成協会・振興公社による学習関連記事の大きな特徴となっているのは，第2のジャンルで
ある調査であり，ほぼ毎回にわたって，表にあるような各種の調査結果が，「概要」と記され
ながらも，実に詳細に報告されている。これが同友会とその会員企業において，どのように利
用されていたかは定かではない。しかし，毎回の調査結果を丹念にフォローしていくと，県内
における他企業の実情や自企業のポジショニングが相当に明瞭に見えてくる内容となってい
る（14）。
　育成協会・振興公社関連では，研究会や研修に関連する記事は，同友会や指導所に比して少
なくなっている。それでも，後半の第18号以降になると，共同受注研修会と下請取引懇談会
に関す記事が連続して登場するようになる。両者とも，再三触れているように，産地振興事業
に関わる事業の一環として実施に移されたものである。
5．工業会における学習の展開
　ここでは，工業会の学習展開について，前章における同友会の学習展開の検討と同様に，学
習の展開を「工業会報」の誌面から検討していく。
　（1）会独自の記事からみた工業会の学習展開
　表7は，「工業会報」における工業会独自の記事における学習に関連する記事をまとめたも
のである。記事の細分化に関しては，表4と同じではなく，2つに分けている。すなわち，記
事①「報告・寄稿」②「委員会・視察など」と，同じく記事③「研究会・研修・講演会」④「コラ
ム」をそれぞれ1つにまとめて整理している。このように集約したのは，「同友会報」と比較
したときの「工業会報」の誌面的な特徴を考慮したからである。すなわち，「工業会報」は小
冊子になって，全体的ボリューム自体は大きくなっている。しかし，これは後に明らかにされ
るように，広報記事，なかでも行政広報の比重が大きくなっているためである。そのため，小
冊子に変更されたにもかかわらず，記事の種類が少なくなるとともに，各記事のボリュームが
大幅に縮小されている。学習に関わる情報量としてみると，むしろタブロイド版の「同友会報」
の方が多めとなっていることは否めないところである。特に，「同友会報」にみられた，学習
を喚起する記事や学習の成果報告，さらに記事それ自体が学習実践とみられるもの，などが少
なくなっている。このことは，工業会独自の記事だけの特徴ではなく，以下に取り上げる指導
所・工業技術センターおよび振興公社・やまなし産業支援機構による学習関連記事の場合にも，
当てはまる特徴である。
　さて，表7によって，工業会独自の記事のうち，「報告・寄稿」「委員会・視察など」をみる
と，全号を通じて決まって掲載されている訳でないことにまず気づく。第11号までは，第6
号を除いて，継続的に掲載がある。これに対して，第12号から第29号になると，未掲載号〔14）
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表7　工業会報における工業会による「学習」関連記事（記事掲載号のみ，
　　ただし，活動報告・工業会だよりは除く）
号 記事①（報告・寄稿）@　②（委員会・視察など）＊
記事③（研究会・研修・講習会）
@　④（コラム）琳
1 ④Q＆A：社団法人のメリット？
2 寄稿：（D経営方針の確立，②工業界の進路指針 企業管理力講座CQ＆A：QC活動とは？
3 寄稿：環境変化と設備のメカトロニクス機器化
4 寄稿：先端技術と県内機械金属工業の対応策A視察（甲西工業団地／国際産業ロボット展）
研修会：大月精密機器協同組合：原価計算方法と
ｩ積方法
}イコン技術者研修
C最低賃金の改正
5
山梨県甲府，国中地域地場産業振興センター建設
v画の概要
?e：今話題のTQCを導入してみませんか
7 寄稿：N製作所におけるQCサークル活動
8 寄稿：腐食診断の信頼性について
9
工業シンポジウム：先端技術産業と県内企業の生
ｫる道
C繁栄の第一歩：まず企業診断を
10技術見本市アンケート調査結果
中小企業技術者研修
u演会：（D形状記憶合金，超弾力性合金の現状と
ｻの応用例，②最近の高性能の金型材料
11寄稿：異業種交流グループの活性化を
12 ④三次元測定器の原理
13
「テクノフェア山梨」アンケート調査結果
Aンケート調査（円高不況への取り組み）
A企業見学会（三井金属工業・松下電器産業）
中小企業技術者研修
?ｬ工場向けCAD／CAMソフト開発事業
14 技術者研修：精密加工技術，FAシステムにおけ驛pソコン技術
15
技術者研修：高品質化のための精密測定技術，
eAシステムにおけるパソコン技術
?ｬ工場向けCAD／CAMソフト開発事業
16CAD／CAM事業成果報告 講演会：私の経営観n域産業技術セミナー
18②工場見学会（遠州製作㈱）
20 経営相談室bAD／CAM講習会
21創立10周年記念式典。講演会?ｭ注取引商談会
CAD／CAM視察研修会（㈱エノモト）
謳i企業視察研修会（牧野フライス）
23形状モデリングシステム「名工」発表会 講演会：我が国産業の現状と課題
24 産業経済講演会
30組織強化特別委員会設置
31最近の下請発注事情（Dﾅ近の下請発注事情②
32最近の下請発注事情（Dﾅ近の下請発注事情（2）
33大手会員企業の経済・業務・下請発注見通し
34最近の下請発注事情ﾂ境関連産業開拓のための調査研究
35技術。技能セミナー報告?ｬ企業技術者研修実施報告
36環境関連産業開拓のための調査研究：中間報告 技術・技能セミナー・中小企業技術者研修
37 技術・技能セミナー・中小企業技術者研修
38新技術士認定制度 技術。技能セミナー・中小企業技術者研修
39 技術・技能セミナー・中小企業技術者研修
40形状モデリングシステム「名工」販売100台達成ﾆ新製品発表
　注：寧；記事②のみ，番号を表記。＊＊：記事④のみ，
資料：『工業会報』。
番号を表記。
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が急に増え，約半分を占めている。その後，第30号以下になると，2号ほど未掲載があるも
のの，ほぼ継続的に掲載がみられる。
　「報告・寄稿」「委員会・視察など」の掲載号の特徴をみると，第2章において捉えておいた
「工業会報」の編集の時期的な特質がほぼ反映されているとみて間違いない。この点は，掲載・
未掲載の問題にとどまらず，実は記事の内容の変化にも及んでいる。すなわち，1985年の第
10号あたりまでの第1期は年間3号体制が続き，「同友会報」の編集方針がほぼ踏襲されてい
た。この特質は，年間2号体制に縮小されても，1987年の第14号あたりまで続いている。上
述したように，この時期には，第6号を除いて，「報告・寄稿」「委員会・視察など」の記事が
継続して掲載されている。
　記事の内容に立ち入ってみると，寄稿が多く，第11号までに7本も掲載されている。しか
も，「環境変化と設備のメカトロニクス機器化」や「先端技術と県内機械金属工業の対応策」，
「今話題のTQCを導入してみませんか」，「N製作所におけるQCサークル活動」，「異業種交
流グループの活性化を」など1980年代半ば頃の時流の話題を適宜捉えている寄稿が多いこと
にも気づく㈹。
　これに対して，誌面の縮小が明確になる第2期，そして年間2号体制が定着するものの，工
業会独自の記事が減り，行政広報の性格を強める第3期には，「報告・寄稿」「委員会・視察な
ど」の記事は減っている。そうした中で，第13号に掲載されているアンケート調査の結果報
告や，第16号の「CAD／CAM事業成果報告」，第21号の「受発注取引商談会」，さらには第
23号の「形状モデリングシステム『名工」発表会」といった記事は，数こそ少ないものの，
第3章でみた事業計画の推移との関連でみると，県への働きかけとその成果を通じて事業を推
進するという意味では，同友会からの連続性である。しかし，その一方で，工業会が独自の道
を歩み出したことを示している点で特筆される。すなわち，寄稿を通じて啓発するパターンか
ら，独自の事業の活動報告を基調とするパターンへのシフトとも，みることができる。
　工業会独自の記事が増えて，新たな内容が加わるとともに，諸制度に関する行政広報が多様
化する第4期になると，「報告・寄稿」「委員会・視察など」の記事は再び増えるとともに，継
続化する。第34・36号の「環境関連産業開拓のための調査研究」や，第40号の「形状モデリ
ングシステム「名工」販売100台達成と新製品発表」などは，第3期から続いている工業会が
独自の事業展開を示している。
　また，第31号以下の「最近の下請発注事情」の連載をはじめとして発注に関わる情報など，
新たな性格の記事が加わる。これは，「新たな」というよりは，むしろ，しばらく取り上げら
れることのなかった「下請発注」なる懐かしいタームがここに来て，再び登場して来たと言っ
た方が適切であろう。これも，事業計画の推移と直接に関わっている。すなわち，第30号に
「組織強化特別委員会設置」がある通り，この時期，会員の減少に伴って組織強化が喫緊の課
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題となり，組まれた連載であった。なお，この第4期には，表には掲載していないものの，組
織強化に関連するものとして，知事や県会議員，行政機関などとの意見交換の記録が「工業会
活動報告」として，数回にわたり掲載されている（17）。
　最後に，「研究会・研修・講演会」および「コラム」の記事の特質をみる。まず，特集記事
を含めて，学習に関連するコラム記事が「工業会報」では，「同友会報」に比して大幅に減っ
ていることが1つの特徴である。すなわち，第1期とこれに継続していたとみられる第12号
までに5本の記事が散見されるだけである。しかも。第1・2号の連載を除くと，散発の記事
だけである。
　研究会・研修・講演会の関連も，工業会独自の主催とみられるものは少なくなり，県関連団
体主催のそれの広報記事がほとんどなっている。独自の企画では，第13号の「中小工場向け
CAD／CAMソフト開発事業」や視察研修がある程度である。独自の主催という点では，独自
の研究会開催に代わって，むしろ第9号に掲載されているシンポジウムや，同じく第10・16・
23・24号の講演会が増えていることが注目される。後述のように，工業会では，独自の研究
会活動が同友会時代に比して大幅に減っている。もっとも，これは研究会活動が行われなくなっ
たことをそのまま意味するのではなく，研究会を工業会が組織しなくても，工業技術センター
などが組織して進あるように変化してきているからである。
　②　指導所・工業技術センターおよび振興公社・やまなし産業支援機構の記事からみた学習
　　展開
　表8は，「工業会報」における指導所・工業技術センターによる学習関連記事を，「案内・報
告」「技術情報」「研究会・研修・講演会」の3ジャンルに分けて，整理したものである。
　この表によれば，指導所・工業技術センターによる「案内・報告」の記事は，「同友会報」
に比較すると，散発的であるとともに，文字通りの案内・紹介記事や，制度などの解説記事が
増えている。独自の事業展開に関する報告は，わずかに第16号の「CAD／CAM事業成果報
告」や第21号の「地域システム事業研究成果」にとどまる。
　「案内・報告」の記事の減少に代わって，ほぼ継続して掲載されているのが「技術情報」で
ある。この記事は40号中29回の掲載となっている。というよりは，次にみる「研究会・研修・
講演会」も大幅に減少していることを考慮すると，指導所・工業技術センターによる記事は，
「技術情報」のみに特化したという方が正確かもしれない。その内容に立ち入ってみると，そ
のうち，「同友会報」においても定番の記事になりつつあった「新設設備の紹介」が14回とほ
ぼ半数を占めている。
　とはいえ，残りの技術情報は，ボリューム的には縮小されているものの，「同友会報」時代
における独自の技術情報を彷彿とさせる内容となっている。なかでも，第7号の「多層溶接ロ
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表8工業会報における山梨県機械工業指導所・工業技術センターによる
　　「学習」関連記事（記事掲載号のみ）
号 発行年 　記事①i案内・報告） 　記事②i技術情報）
　　　　記事③
i研究会・研修・講習会）
1 1982巡回指導の予定Z術アドバイザー紹介 講習会・研修の事業予定
2 83 ロジック開発システムV規設備の紹介
3 83 技術アドバイザーの活用ﾏ嘱アドバイザーの紹介
精密加工（中級）技術課
?u座
4 83 新規設備の紹介（3件）
5 84 万能工具顕微鏡の紹介 精密加工（中級）技術課?u座
6 84 事業概要
7 84 多層溶接ロボット「勘助」
8 85 三次元座標測定機設置 マイコン応用研究会結成
9 85 技術指導及び技術研修の案内 新素材の利用技術の現状について
10 85 新設設備紹介 精密測定よりみた業界の技術傾向V規設備の紹介
ll 86
ダイヤモンド・ボラゾン砥石の概
vと使い方
咩d加工技術巡回指導における質
竄ﾖの解答
V規設備の紹介
12 86 センターの組織 表面処理発注企業における実態調査O次元測定器の原理
13 87 NCシステムにおけるCAD／CAMV規設備の紹介
14 87 全国CAD／CAM研究会発表L録
高速画像処理による自動外観検査
Vステムの開発
16 89 CAD／CAM事業成果報告新規設備の紹介
20 92 デザインセンター紹介
21 93
宝石・貴金属製品の製造高度
ｻシステム製造販売
n域システム事業研究成果
複合環境試験器，CNC　3次元測
闃墲ﾌ紹介
dMC関連設備
22 93 地域技術者研究生募集，技術Aドバイザー指導企業の募集
構造解析システム
V規設備の紹介
23 94 複合表面分析装置の紹介
24 94 デザイナーのためのジュエリーデー^ベース
25 95 EMC試験装置の概要と利用方法
26 95 インターネットとその活用
27 96 ISO　14000
28 96 金型関係技術の現状と動向
29 97 県内インターネットの状況
30 97 EMCへの対応について
31 98 新規設備の紹介
32 98 新設研究会の紹介
33 99 高度基盤技術集積地域の形成 新規設備の紹介
34 99 特許電子図書館
35 2000高度技術開発センターの紹介 新規設備の紹介
36 2000高度技術開発センターの事業ﾐ介
37 1 リサイクル法と鉛フリーはんだ
38 1 ITを活用した迅速生産システムﾌ構築
x士工業技術センター設備紹介
39 2 電気用品安全法
40 2
産学官連携の成果：形状モデ
潟塔Oシステム「名工」，販
рP0台達成／新製品発表
共同開発事例
資料：『工業会報』。
75
　　　　　　　　　　　　　　　　　　松橋　公治
ポット『勘助』」，第9号の「新素材の利用技術の現状について」，第10号の「精密測定よりみ
た業界の技術傾向」，第12号の「表面処理発注企業における実態調査」，第13号の「NCシス
テムにおけるCAD／CAM」，第14号の「高速画像処理による自動外観検査システムの開発」
などである。ただし，こうした独自の技術情報も，「工業会報」の編集の特質からみた第1期
とそれに続く前半に集中している。
　これに対して，同じく第3期以降の後半にはほとんど取り上げられないことになり，わずか
に第28号の「金型関係技術の現状と動向」，第38号の「ITを活用した迅速生産システムの構
築」が散見されるに過ぎない。
　最後に，指導所・工業技術センターによる研究会・研修・講演会の記事をみると，大幅に減
少している。5回掲載された記事のうち，3回は講習会や講座の案内である。研究会に関する
ものは，第8号の「マイコン応用研究会結成」と，第32号の「新設研究会の紹介」のみであ
る。後者では，ネットワーク技術・マルティメディア技術・知的制御技術・幾何形状評価技術・
振動試験・材料評価技術の6つの研究会が一挙に新設されている。こうした新設研究会が，先
に研究会が工業会独自ではなく，工業技術センターなどによって組織されるようになってきて
いると指摘しておいたことと照応する（18）。
　研究会活動に関する記事に代表されるように，指導所・工業技術センターによる学習関連記
事は質量ともに，小さくなっている。第2章でも触れたように，指導所・工業技術センターの
記事スペースは，「工業会報」1～2頁相当分であり，「同友会報」におけるタブロイド判1頁
分に比較すれば，大幅に減ったことは事実である。他方で，上述したように，内容に立ち入っ
た場合に，「同友会報」に比肩すべくもないことも事実である。同友会時代の時のような，県
との二人三脚，密接な連携関係といった「蜜月の」関係は，「工業会報」の誌面の推移をみる
限り，大きな曲がり角にきていると言わざるを得ない。
　同じような変化は，表9に整理した，振興公社・やまなし産業支援機構による学習関連記事
に関しても言えることである。この表についても，表8と同様に，記事の細分化に関しては，
「同友会報」の同様の記事を扱っている表6と同じではなく，2つに分けて整理している。す
なわち，記事①「案内・報告」と同②「調査」を統合してある。この集約の理由も，表8と同じ
であり，記事②の調査結果がわずかに2本（第2号），開発事例が1本（第40号）にとどまっ
ているので，独立して示す意義がないと判断したからである。
　この調査関連記事を除く，振興公社・やまなし産業支援機構による「案内。報告」について
みると，未掲載の第35号を除いて，ほぼ全号にわたって記事が掲載されている一方で，その
記事の内容に関しては大きな変化が看取できる。
　内容に関してみると，2つの時期と特徴が指摘できる。第1は，第16号あたりまでの時期
に相当するものであり，それまで「受・発注ニュース」という独自の記事が掲載されていた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　76
学習する地域としての山梨県（2）
表9　工業会報における中小企業振興公社・やまなし産業支援機構による
　　「学習」関連記事（記事掲載号のみ）
号 発行年 記事①（案内・報告）②（調査）＊ 記事③（研究会・研修・講習会）
1 1982パネルディスカッション：新しい経営とロボット 中小企業経営管理研修会H場見学会（大日機工）
2 83 最低賃金の改定A下請取引斡旋効果分析調査／②県内下請企業の景況 下請企業の管理能力開発講座
3 83 企業自立化推進事業 工場見学会（TDK甲府南）
4 83 下請取引適正化／共同受注
5 84 受・発注ニュース／遊休設備あっ旋案内 新製品開発研究会
6 84 主要企業交流会ｭ注ニュース／遊休設備あっ旋案内 ⑧4新素材展見学会
7 84 発注ニュース
8 85 受。発注ニュース 経営戦略講演会
9 85 ヨーロッパ企業視察団参加募集
10 85 下請取引適正化／受・発注ニュース
ll 86 設備貸与制度
12 86 アメリカ企業視察報告
13 87 貸付資金／受・発注ニュース
14 87 設備貸与制度／受・発注ニュース 韓国・台湾企業視察報告
15 88 受。発注、ニュース
16 89 CAD／CAM事業成果報告 89テクノフェア・イン・東京o営戦略講演会
17 90 受注企業ガイドブック受付／財務診断募集?ｬ企業活性化資金
18 91 設備貸与制度
19 91 下請中小企業振興法の改正
20 92 受発注取引窓口担当者会議報告／公的資金
21 93 下請オンラインシステム／地場産業振興人材育成支援事業
22 93 公的資金・融資
23 94 中小企業新分野進出等円滑化法／設備貸与制度
24 94 PL法／顧問弁護士制度
25 95 設備貸与制度／公的融資
26 95 設備貸与制度／小規模企業経営相談会
27 96 下請取引のトラブル
28 96 設備貸与制度
29 97 設備貸与制度
30 97 設備貸与制度
31 98 設備貸与制度
32 98 EGE（Ecology　Gentle　Enterprises）への参加呼びかけ
33 99 設備貸与制度
34 99 設備貸与制度
36 2000
㈱やまなし産業支援機構発足
窓熨ﾝ付・設備貸与制度
､究開発・地域技術起業化助成事業
ｷ期研修会等への派遣に対する助成
37 01 取引マッチングシステム
38 01 メッセ情報
39 02 設備貸与制度／公的融資
40 02
設備貸与制度／公的融資／受注企業ガイドブック受付／取
?g大商談会／大企業退職者の活用
ｷ期研修会等への派遣に対する助成
A共同開発事例
　注：＊：記事②のみ，番号を表記。
資料：『工業会報』。
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この時期は，年間3号体制が続き，「同友会報」の編集方針がほぼ踏襲されていた時期と，年
間2号体制に縮小されても，その特質がある程度まで維持されていた時期とに照応する。この
頃には，「受・発注ニュース」の他にも，第3号の「企業自立化推進事業」，第6号の「主要企
業交流会」や「遊休設備あっ旋案内」など振興公社の独自の事業や，第16号の「CAD／CAM
事業成果報告」のように県単独事業が記事として掲載されている。また，記事③の研究会や研
修・講習会についても，隔号くらいの頻度で掲載されていることにも照応する。
　記事内容の変化の第2は，第17号以降の時期に相当し，第1の特徴を代表する独自の記事
が大きく後退して，最も多く掲載されている「設備貸与制度」の記事に代表されるように，文
字通りの案内・紹介が大きく幅をきかせるようになっていることである。ここでも，「工業会
報」の「行政広報誌」化が進行していることをみないわけにはいかない。
　振興公社・やまなし産業支援機構による学習関連記事についても，指導所・工業技術センター
によるそれと同様に，記事スペースは，「工業会報」1～2頁相当分であり，「同友会報」にお
けるタブロイド判1頁分に比較すれば，大幅に減っている。他方で，内容に立ち入った場合に，
同じく「行政広報誌」化が進行している。したがって，ここでも，「工業会報」の誌面の推移
をみる限り，工業会と振興公社・やまなし産業支援機構との関係には，大きな変化を読み取ら
ざる得ないところであろう。
6．おわりに
　本稿では，「学習する組織」という観点から山梨県機械金属工業同友会の活動を1976年以降
について引き続きフォローするとともに，同友会を発展的に解消して成立した山梨県機械電子
工業会の活動を検討してきた。検討の素材としては，両業界団体によって発行されている「山
梨県機械金属工業同友会報」（創刊号～第23号）と「山梨県機械電子工業会報」（創刊号～第
40号）を使用した。
　前号において，同友会の設立当初から1975年頃までの学習展開について，次のように締め
括っておいた。すなわち，「業界の発展と会員の経済的地位向上のための圧力団体としての側
面を有しつつも，会員の金融や技術向上，福利厚生の充実など種々の事業展開の基礎には会員
相互の情報交換はもちろんのこと，技術力向上のための研究会や講習会，さらに部会などの交
流会活動などの『学習』の側面があった。そうした活動は，まずは企業ベースで，次に協力会
レベルで，協同組合レベルでと，種々のレベルで実施されている。したがって，学習のレベル
は同友会だけにとどまらず，重層的に進められていることが特徴である」（松橋，2006），と。
　また，同友会の社会的環境ネットワークとしての性格を強めている側面については，次のよ
うにまとめておいた。すなわち，「それぞれの時代において中小企業に迫ってくる課題に対し
て，業界としての学習を通じて対処している。企業レベルにおける対処の域を超える場合には，
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業界として県や自治体の事業を先取りするかたち対処している。この場合にも，学習が力となっ
ていた。また，この学習は同時に，県に対して工業振興のための種々の新たな事業を具体的に
提案する上でも，効力を発揮し，後に県の事業として実現させている」（同上），と。
　こうした評価自体，現在でも変わるところはない。前号で提示した評価軸によって，工業会
にまで検討対象を広げて，2002年までのおよそ40年間にわたる両業界団体の活動の推移をみ
ると，次のような結論が導かれる。
　まず，同友会は1970年代後半において大きな変動期にあったとはいえ，業界団体として
「学習する組織」たり得ていた。会員相互の情報交換の側面はもちろんのこと，技術力向上の
ための研究会や講習会，さらに部会などの交流会活動などの面でも，学習活動が基礎となって
いたとみることができる。また，学習組織の重層化という点でも，ある程度までは維持されて
いた。
　とはいえ，1960年代までとは違って，自らが実現してきた指導所や育成協会の充実に伴っ
て，自らの手による組織化は少しずつ後退していたことも事実である。むしろ，指導所や育成
協会との「二人三脚・三人四脚」の側面から「学習の組織化」の新たな段階を迎えていたもの
と捉えていく必要があろう。その意味では，今回扱った1970年代後半に関して言えぱ，自ら
の飛躍のために，大きな変動の渦中に巻き込まれていながらも，「学習の組織化」としては1
つの到達点を示しているとみることができるだろう。学習の進め方やあり方，県の関係団体と
の関係のあり方などなど相違する部分を多く持ちながらも，かつて筆者が分析したことのある
1990年代における米沢市の事例に相当している（松橋，2002）。
　これに対して工業会は，上記と同じ評価軸からみると，およそ20年の歴史は一様ではなく，
「学習する組織」としての性格が認められるのは，設立当初の5年間くらいではなかろうか。
同友会の良き遺産が良い意味で活用されていた時期である。このことは，工業会の主要事業計
画の変化や，「工業会報」における学習に関わる記事の変遷からも読み取れるところである。
　しかし，工業会が厚生年金基金の設立に向けて動き出したあたりから，「学習する組織」と
しての業界団体という性格は大きく後退していったと言わざるを得ない。もちろん，この頃に
なると，振興公社や工業技術センターがますます充実してきて，既に業界団体が学習を組織化
するなど必要としなくなるという側面があったことも事実である。このことをさらに強めたの
は，工業会では地元進出の大手企業も入会していたことである。こうした企業にとっては地元
における地域的な学習組織に対する需要は皆無といってもよいからである。こうしたことが相
まって，情報交換はあっても，学習への要求が後退していった。
　前号で提示した評価軸からみると，以上の通りである。しかし，今回の分析を通じて，「学
習する組織」としての業界団体を，このように長いスパンにわたって検討する場合，時期貫通
的な，一元的な評価軸だけでは，その組織化を十分に評価することができないという反省も沸
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いてくる。本論でもみたように，学習への要求やモチベーション自体もそうであるが，それ以
上にその組織化は時代や地域の条件に左右されることが大きいからである。時代や地域の条件
に即応した評価軸・視点の再考については他日を期したい。
　ところで，「工業会報」における行政広報化の傾向の中で指摘したように，工業会の変質は，
こうしたレベルにはとどまらない問題を孕んでいたように思えてならない。つまり，「学習す
る組織」としての業界団体という性格の単なる後退ではなく，まさに変質である。
　最後に，「工業会報」の誌面検討の続報となるが，この変質の問題に触れて，論を綴じるこ
とにする。
　1990年代の半ば頃になると，工業会における各種の委員会についても，ほとんどがルーティ
ン化して，業界の抱える問題に協働して立ち向かっているという様子は，少なくとも「工業会
報」の誌面からは全くと言ってよいほど伝わってこないものとなる。上述したように，この時
期になると，確かに振興公社や工業技術センターが充実してきて，業界がそれまでのように独
自に，いろいろな困難に立ち向かう試みをするとともに，そのために独自の研究会などを組織
するということは大幅に減っていることは事実である。とはいえ，業界団体には，振興公社や
工業技術センターなどの公的な機関が実施するサポートとは異なる課題があるはずである。こ
れに対して独自の対応をすることがなくなった場合に，業界団体の独自の存在意義はいったい
何か，という点に帰着する。
　存在意義という点で，最後に触れておかなければならないことは，厚生年金基金が設立され
た後，工業会報に時折掲載される「新会員ご紹介」欄をみたときの驚きについてである。基金
設立の直後とみられる1991年3月31日発行の「工業会報」第18号における同欄には，新た
な会員18社が紹介されている。そのうちの8社は明らかに製造業であり，その中でも電気・
電子，精密，樹脂成形などの業種に分類される企業であった。しかし，残りの10社には第一
生命保険相互会社甲府支社，富国生命保険相互会社甲府支社など保険会社6社と，住友信託銀
行など信託銀行4社が含まれていた。これを確認してから，その後も同欄を注目していた。す
ると，これほど大量ではないものの，その後にも保険や信託関係の企業が散見される。確かに，
「工業会報」の誌面検索と分析を進める中で，第26～29号（95～97年）にかけて，4回にわたっ
て第一生命が著者となって「ビジネスネットワーク」の連載があった。しかし，その時にはタ
イトルからみて，あまり問題にはしていなかった。厚生年金をめぐる問題をフォローする中で，
その奇異な取り合わせが理解できるに至った。既に，会員構成からみても，工業会は業界団体
としての体を成さないものへと変質していたのである。
　［謝辞］　本稿の作成は，なによりも我々の長時間にわたるヒヤリングと資料提供に快く応じていただ
いたやまなし産業支援機構および山梨県機械電子工業会のご協力のおかげである。ここに記して心より
感謝するしだいである。本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C（1）「産業集積地域
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におけるイノベーション形成に関する比較実証研究一「イノベーティヴ・ローカル・ミリュー」と
「暗黙知」概念の有効性の再検討」（2001－2003年，研究代表者：山本健兜，課題番号：13680091），お
よび日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C（1）「産業クラスターにおける中小企業を主体と
する産学官連携の地域間比較」（2004－2006年，研究代表者：松橋公治，課題番号：16530171）の成果
の一部である。
註
（1）同じことは，1979年に育成協会が振興公社へと呼称を変更した場合についても言えることであ
　　り，紙面上の扱いには何らの変化もみられなかった。
（2）　ここで言う，組合とは，前号第4章4節で取り上げた会員企業が組織している「協同組合」のこ
　　とを指している。
（3）　同時に，副会長職も4名として，この4地域からそれぞれ1名選出されている。
（4）　ちなみに，同紙第6号は手元にないものの，1977年11月発行の第5号までの段階で，法人化問
　　題は紙上に全く掲載されていないし，関係する委員会の存在に関しても触れられていない。
（5）　すなわち，（1）研究開発グループの組織化に関する調査（具体的にはマイコンの基礎学習とマイコ
　　ン利用），②計量管理センター建設構想の調査（測定検査機器の精度保持および検査システムの確
　　立），（3》異業種等による共同受注，受発注の共同斡旋事業の事業化調査，（4｝加工形態別技術コンテ
　　ストの実施計画調査，⑤製品部品見本市および展示会実施計画調査，⑥産地イメージアップ計画調
　　査，（7脂導者・技術者研修事業実施調査，⑧県内技術者活用事業の実施計画の8点である。
（6）定款については，設立当初のそれが掲載されているだけで，その後の改訂をフォローできない。
　　また，山梨県機械電子工業会年金基金として，名称にこそ工業会が入っているもの，基金運営につ
　　いては別組織として運営されている。
（7）「組合の上部組織としてではなく，独立した組織であり，加盟に躍躇する」とは，組合の上下関
　　係の場合には，組合から上納金が納められるのに対して，独立した組織の場合には，加盟金を加盟
　　企業が自ら払い込まなければならないからである。
（8）　工業会の会員名簿は，1980年代後半の「工業会報」を最後に掲載されなくなった。そこで，そ
　　の代替として，山梨県機械電子工業会厚生年金基金の加入事業所と加入者数によって，会員数の推
　　移を捉えることにした。
（9）事業計画の推移を追いかけるために「工業会報」をめくっても，第3期あたりになると，事業計
　　画の文言だけでなく，それを導くための各年度における問題状況や課題意識に関する鏡文ついても，
　　若干の手直しはあるものの，ほとんど毎年同じという，いわゆる「コピペ」状態なのであった。
（10）　山梨県機械金属工業産地振興事業「電子応用技術の開発」。
（11）　参考までに，1977年度の事業予定によれば（同一3），技術講習会が5回，金属表面処理研究会・
　　電気電子連絡協議会が4回などなっている。その後，1981年までの同内容の記事をみると，ほぼ
　　同じ事業予定になっている。ただし，技術講習会は1977年だけが例外だったようで，1978年以降
　　にはすべて6回が予定されている。
（12）　国および県の委託事業として同友会が「県マイクロコンピュータ技術研究所」を開設（指導所内
　　に設置）し，そこで実施された。
（13）　遊休設備の斡旋事業は，遊休設備の情報を育成期協会で集約して，その情報を県内中小企業に知
　　らせて，その利用したい企業に斡旋するというものである。当初，こうしたかたちで始まったこの
　　事業は，後に，利用したい設備がある企業からの情報も集約することによって，まさに斡旋事業と
　　して独り立ちしていく。
（14）　当時，国の指導もあって，各地の育成協会・振興公社が同様の調査をしていたことはよく知られ
　　ているところであるが，このような詳細な結果を，しかも地元の業界紙に掲載している例を，管見
　　の限りでは知らない。
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（15）　12・14・15・17・19・20・22・24～29の各号。
（16）　当時，山梨県ではテクノポリスをめぐる議論が活発化していた。同じくTQCやQCサークルは
　　中小企業においても，積極的に導入が進められていた時期である。異業種交流に関しても，国が本
　　格的に推進するようになるが1980年代後半であるから，それを先取りした寄稿でもある。
（17）　しばらくの間，「工業会報」の誌面では行政広報が多くなるなど，行政の「下請」機関とみられ
　　ても仕方のないような編集が続いていたのに対して，かつての同友会と同じように，「動く」（県や
　　関連団体に働きかける）工業会をアピールする一環の記事ではないか，と考えられる。
（18）　とはいえ，指導所・工業技術センターによって組織化された研究会が他にも多くあるのにもかか
　　わらず，この2回だけの掲載にとどまっている（山梨県富士工業技術センター編，1996）。
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　　　　　　　　　　　　　　Yamanashi　as　Learning　Region：
ACase　Study　of　Collective　Learning　in　the　Local　Industry　Groups
in　Yamanashi　Pref．，　in　Japan
MATsuHAsHI　Koji
　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　identify　the　nature　of　collective　learning　in　the　two
local　industry　groups；Association　for　Promotion　of　the　Machinery　and　Metal　Processing
Industries（APMY）and　Association　for　Promotion　of　the　Machinery　and　Electronics
Industries（APMEY）in　Yamanashi　Prefecture．　In　order　to　approach　the　theme，　author
analyzed　planes　of　the　newsletters　of　APMY（Douyu・、Kaiho，　No．1－23，　from　1976　to　1981）
and　pages　of　the　bulletins　of　APMEY（Kogyou－Kaihou，　No．1－40，　from　l982　to　2002）from
the　view　of　collective　learning，　and　picking　up　articles　on　workshops　set　up　within　the
Associations　and　on　the　technical　and　institutional　information　to　improve　the　technical
capabilities　and　managements　of　members．
　　　As　mentioned　in　the　previous　article，　APMY　continued　learning　activities　and　sup・
plied　the　supporting　services　to　local　small　and　medium　enterprises（SMEs）from　1960　to
1975．The　founding　of　APMY　was　based　on　learning　activities　of　local　manufacturers　on
productivities　and　managements　from　the　very　beginning．　In　keeping　with　the　teething
organizational　character，　APMY　had　not　only　promoted　the　exchange　of　information
among　members　but　also　collective　learning　and　workshop　on　finance　and　technology，
though　there　was　no　doubt　about　that　APMY　was　local　lobby　group．　The　collective
learning　activities　had　multi－tiered　frameworks：individual　firm　level，　cooperative　level
and　association　level．　APMY　had　organ量zed　collective　learning　in　order　not　only　to
improve　production　control　of　local　SMEs　but　also　to　deal　with　burning　issue　such　as　the
wage　system，　fringe　benefit，　pollution　problems　and　so　on．　According　to　results　of　collec・
tive　learning，　APMY　had　made　concrete　policy　proposals　to　local　government．　The　some
proposals　were　appeared　in　concrete　form　by　local　government．
　　　Since　1976，　the　nature　of　collectlve　learning　in　APMY　had　maintained　according　to
the　articles　of　the　newsletters．　A　number　of　workshop　set　up　within　APMY，　however，
decreased，　because　many　workshops　were　convened　by　the　extra－local　government　or－
ganizations　for　local　SMEs（the　technical　support　center　and　the　training　center　for　local
SMEs），asubstitute　for　AMPY．　The　centers　set　up　by　local　government，　were　the　organi－
zations　that　AMPY　made　requests　to　local　government　for　setting　up．　Learning　activi－
ties　in　AMPY　became　hot　rather　than　ones　in　the　1960s．　On　the　other　hand，　the　techhical
and　institutional　information　and　the　exchange　of　information　among　members　were
very　active　through　publishing　the　newsletters．　Therefore，　the　collective　learning，　sup－
porting　system　and　policy　proposals　reflected　the　mature　that　APMY　was　an　extra－firm
network　that　go　beyond　inter・firm　network　as　economic　linkages．
　　　The　nature　of　collective　learning　in　APMY，　however，　has　suffered　many　setbacks
after　to　period　of　APMEY，　being　established　in　l982　as　an　Association　that　developmen－
tally　re－organized　APMY，　and　a　benevolent　corporation．　Larger　enterprises　entering　into
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local　area，　however，　could　join　to　the　member　of　APMEY，　differently　APMY．　During　the
several　years　it　set　up，　APMEY　made　up　the　bulletins　in　same　editing　policy　with　APMY，
so　maintained　learning　activities　and　the　exchange　of　information　among　members．
However，　members　within　APMEY　had　different　opinions　over　founding　of　the　employee
pension　during　1988－1990．　After　the　antagonism，　the　editing　policy　of　bulletins　was
juggled　about，　and　articles　on　learning　activities　and　the　exchange　of　information　among
members　decreased　to　large　degree　in　the　bulletin．　The　many　pages　of　bulletin　were
dominated　by　administrative　information　and　publicity　campaign，　as　if　the　bulletin　was
newsletters　of　local　government．　Actually，　APMEY　gave　up　setting　up　the　original
workshop，　and　editing　the　pages　of　the　exchange　of　information　among　members．
Therefore，　APMEY　Iost　the　function　of　collective　learning，　and　have　only　played　a　role
of　local　lobby　group．　Not　industry　group　but　the　extra－local　government　organizations
for　local　SMEs　have　the　function　of　collective　learning　to　play　in　Yamanashi　Prefecture．
Adding　to　that，　the　many　enterprises　other　than　the　machinery　and　electronics　indus－
tries，　the　banking　and　insurance　industries　so　on　after　the　founding　of　the　employee
pension，　joined　to　the　members　of　APMEY．　Now　there　are　doubts　about　that　APMEY　is
alocal　industrial　group　representing　the　local　machinery　and　electronics　industries．
Keywords：Yamanashi　prefecture，　extra－firm　network，　collective　learning，　learning　region
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